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[「障害」の表記について] 

以下に掲げる場合を除き、「障害」は｢障がい｣と平仮名交じりの表記としています。 
・ 法令、条例等の名称及びそれらの中で用いられている特定のものを指す用語 

（例：障害者基本法、身体障害者手帳 など） 

・ 組織、関係団体、関係施設の名称 

（例：身体障害者相談センター  など） 

・ その他平仮名交じりの表記が適当でないと判断した場合 

 

 

[表紙] 不死鳥（フェニックス） 

宮崎県では、「第３５回国民文化祭・みやざき２０２０、第２０回全国障害者芸術

・文化祭みやざき大会」を令和３年７月３日から１０月１７日までの１０７日間にわ

たり開催しました。 

全国障害者芸術・文化祭、略して「芸文祭」におきましては、「復興五輪」との位

置付けもある２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会と同年の開催で

あることを記念して、アートの力で被災地を支援することを目的に、全国連携事業と

して、全国から応募いただいた約１万２千点の羽根のぬりえの中から選んだ作品のデ

ータをスキャンして組み合わせ、羽根の翼をデザインし、障がい者アーティストのお

二人が描いてくださった瞳とハートとともに赤と青を基調とした不死鳥（フェニック

ス）デザイン２体を制作、宮崎県立美術館及び宮城県気仙沼市「まち・ひと・しごと

交流プラザ」のガラス面やアミュプラザみやざき「うみ館」屋上の壁面に大きなウォ

ールアートとして掲示しました。 

 「芸文祭」のレガシーとして、障がい者施策の推進に取り組む本計画の表紙デザイ

ンに選定しています。 

 

 



  

ご あ い さ つ 

 

 

 本県では、障がい者施策の基本計画として、平成１３年２月に「宮崎県障害者計画」

を策定し、その後、「みやざき障がい者安心プラン」（平成１９年３月策定）、「宮

崎県障がい者計画」（平成２６年３月策定）、「第４次宮崎県障がい者計画」（平成

３１年３月策定）に基づき、共生社会の実現に向けた様々な施策を推進してまいりま

した。 

 

 昨今、障がい者を取り巻く環境は、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（障害者差別解消法）」や「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（障害者総合支援法）」等の改正に加え、障害福祉サービス等報酬改定な

ど、大きな転換点を迎えるとともに、国において令和５年３月に「障害者基本計画（第

５次）」を策定したことから、本県においても、国の基本計画を踏まえ、現行計画を

令和６年４月から５年間の新たな計画に改定いたしました。 

 

 本計画では、「障がい者差別その他の権利利益の侵害行為の禁止・合理的配慮の提

供」のほか、全ての障がい者が「あらゆる分野の活動に参加し、自己実現ができる機

会」、「地域生活への移行促進のための基盤整備・どこで誰と生活するかについて選

択できる機会」、「意思疎通や情報の取得・利用のための手段について選択できる機

会」の確保を施策の基本指針として、障がい者施策を広く推進してまいります。 

 

さらに、年始に発生した「令和６年能登半島地震」では、災害時における障がい者

の抱える様々な課題が顕在化しており、県としましても、今後、発生が危惧される南

海トラフ地震などへの防災対策を始め、全ての障がい者にとって安全・安心な「とも

に生きる社会」が実現できるよう、本計画に基づき総合的に取り組んでまいります。 

 

 終わりに、本計画の策定に当たっては、障がい者アンケートや障がい者関係団体へ

の意見聴取、パブリックコメント等を実施し、宮崎県障害者施策推進協議会の委員を

始め、関係団体や県民の皆様から多大な御協力、御意見をいただきましたことに心か

ら感謝申し上げます。 

 

 

 令和６年３月 

宮崎県知事 河野 俊嗣 
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◎ はじめに 

 

１ 計画改定の趣旨 

 

  本県においては、障がい者施策の基本計画として「第４次宮崎県障がい者計画」

（平成３１年３月）を策定し、障がいのある人が安全で安心して心ゆたかに暮らせ

る社会を目指し、ノーマライゼーションの理念の下、各種施策を推進してまいりま

した。 

  この間、障がい者施策の分野では、令和３年６月に「障害を理由とする差別の解

消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」といいます。）の改正法が公

布され、事業者に対し合理的配慮の提供を義務付けるなど障がいを理由とする差別

を解消するための支援措置が強化（令和６年４月１日施行）、同年９月には「医療

的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」（以下「医療的ケア児支援法」

といいます。）が施行され、令和４年５月には「障害者による情報の取得及び利用

並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」（以下「障害者情報アクセシビリ

ティ・コミュニケーション施策推進法」といいます。）が制定されるなど、各種の

国内法の整備が行われ、また、生活面では、令和２年以降の新型コロナウイルス感

染症の感染拡大によって、地域の交流・見守りの場や支援の機会の喪失など様々な

影響を受けるなど、障がいのある人を取り巻く環境は大きく変化してきました。 

さらに、令和４年８月には、「障害者の権利に関する条約」の締約国として、国

際連合ジュネーブ本部にて、「障害者の権利に関する委員会」による対日審査が実

施され、同年９月には同委員会の見解及び勧告を含めた総括所見が採択・公表され

ました。 

  本県では、こうした社会情勢の変化に的確に対応するとともに、「宮崎県障がい

者計画」が令和５年度末をもって計画期間の終了を迎えることを踏まえ、本県にお

ける障がい者施策の一層の推進を図るため、その基本となる計画を改定するもので

す。 

◇ 宮崎県障がい者計画の経緯          

 

 

 

 

 

 

※平成 17 年６月に障害者基本法が改定され、平成１７年１０月に障害者自立支援法

が制定されたため、期間途中での策定。 
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２ 計画の対象 

 

この計画の対象とする「障がいのある人」とは、障害者基本法第２条第１号の規

定に基づき、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者のみでは

なく、発達障がい、高次脳機能障がい、難病など心身の機能の障がいがある方であ

って日常生活や社会生活で継続して相当な制限を受けている全ての人を対象として

います。 
 

 障害者基本法第２条 

   一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他

の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であつて、障

害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受

ける状態にあるものをいう。 

 

３ 計画の位置付け 

 

(1)   この計画は、障害者基本法第１１条第２項の規定に基づき策定する都道府県

障害者計画であり、本県における障がいのある人のための施策に関する基本的

な計画とします。また、障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施

策推進法第９条第１項の規定に基づき、都道府県障害者計画の策定や変更に当

たっては同法の規定の趣旨を踏まえることとされています。 

 

(2)   「宮崎県総合計画２０２３」の部門別計画の一つとして、障がいのある人の

ための施策を推進する計画を策定します。また、難聴児の早期発見・早期療育

推進のための基本方針に基づく「難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進

するための計画」として位置付けます。 

 

(3)   市町村が障がい者施策を推進する上での基本的方向を示すとともに、障がい

者を含む県民、事業者、福祉団体等の協働指針となる計画とします。 

 

４ 計画の期間 

 

  この計画の期間は、障がい福祉制度や経済社会情勢の変化が激しいことを踏まえ、

令和６（２０２４）年４月から令和１１（２０２９）年３月までの５年間とします。 


